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１．公会計制度による財務書類四表

（１）作成基準日

財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である平成31年3月31日を基準日として作成

しています。平成31年4月1日から5月31日までの出納整理期間の収支については、基準日

までに収入・支出があったものとして取り扱っています。

（２）財務書類四表とは

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４つの財務書類をい

います。
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①貸借対照表【ＢＳ】

貸借対照表は、基準日時点における財政状態を明らかにするもので、資産、負債、純資産の

３つの要素から構成されています。左側に住民の財産や権利など将来にわたる様々な行政サー

ビスを提供する「資産」が、右側にそれらを築くための借入金など将来の世代が返済すること

になる「負債」、国や県からの補助金（国民や県民からの税金）、税などにより今までの世代が

負担し、返済の必要がない「純資産」が記載されています。

Ａ 資産

（所有財産や権利で、将来世代が享受するであろう便益）

Ⅰ．固定資産

ａ．有形固定資産

①事業用資産

庁舎・学校・公民館などの資産

②インフラ資産

道路・公園・下水道など売却できないとされた資産

③物品

ｂ．無形固定資産

ｃ．投資その他の資産

出資金、積立金など長期に保有するもの

Ⅱ．流動資産

現金及び 3 ヶ月以内の預金等

Ｂ 負債

（将来世代が負うことになる借金などの負担）

Ⅰ．固定負債

ａ．地方債

発行した公債のうち、償還期限が 1 年を超えるもの

ｂ．退職手当引当金

年度末に全職員が退職した場合に支払うべき金額

ｃ．その他

１年を超えて支払いや返済を予定している債務

Ⅱ．流動負債

ａ．1 年内償還予定地方債

発行した公債のうち、翌年度償還を予定しているもの

ｂ．賞与等引当金

翌期に支払う賞与に備えて、見積計上した金額

ｃ．その他

１年以内に支払や返済を予定している債務

Ｃ 純資産【Ａ－Ｂ】

（現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がない正味

の資産）

Ⅰ．固定資産等形成分

資産形成のために充当した資源の蓄積

Ⅱ．余剰分（不足分）

地方公共団体の費消可能な資源の蓄積

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
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②行政コスト計算書【ＰＬ】

自治体の行政活動は将来の世代も利用できる資産の形成だけでなく、人的サービスや給付サ

ービスなど、資産形成につながらない当該年度の行政サービスも提供しています。行政コスト

計算書は、会計期間中の業績、つまり、１年間の行政サービスに費やされたコスト（費用）と

収益の取引高を明らかにするものです。現行会計では捕捉できなかった減価償却費などの非現

金コストについても計上しています。

Ａ 経常費用【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ】

Ⅰ．人件費

職員の給与・議員歳費・退職手当など

Ⅱ．物件費

物品購入・光熱水費・施設などの修繕費・減価償却費など

Ⅲ．移転費用

社会保障給付費・各種団体への補助金など

Ⅳ．その他のコスト

地方債の利子、徴収不能引当金繰入額など

Ｂ 経常収益

行政サービスの利用で住民の皆さんが直接負担する施設使用料・手数料・保険料

及び利子・配当金等保有資産から発生する収益など

Ｃ 純経常行政コスト【Ａ－Ｂ】

経常費用から経常収益を差し引いて計算をする、通常活動により経常的に生ずる行政コスト

Ｄ 臨時損益

収益、費用のうち臨時的に発生するもの

Ｅ 純行政コスト【Ｃ＋Ｄ】

純経常行政コストから臨時損益を考慮した純粋な行政コスト
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③純資産変動計算書【ＮＷ】

純資産変動計算書は、会計期間中の貸借対照表の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思

決定またはその他の事象による純資産の変動及びその内部構成の変動（その他の純資産減少原

因、財源及びその他の純資産増加原因の取引高）を明らかにするものです。すなわち貸借対照

表の純資産の期首と期末の残高、期中の増加及び減少のそれぞれの額を表しています。

Ａ 前年度末純資産残高

Ｂ 本年分純資産変動額【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ＋Ⅵ】

Ⅰ．純行政コスト

純行政コストへの財源措置、固定資産形成への財源措置など

Ⅱ．財源【ａ＋ｂ】

ａ．税収等

地方税、地方交付税、地方譲与税など

ｂ．国県等補助金

国庫支出金、県支出金

Ⅲ．固定資産等の変動（内部変動）

ａ．有形固定資産の増加・減少

有形・無形固定資産の購入、売却、減価償却、除却など

ｂ．貸付金・基金の増加・減少

貸付金の貸付け、回収・基金の増加、取崩など

Ⅳ．資産評価差額

有価証券などの評価差額

Ⅴ．無償所管換等

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

Ⅵ．その他

上記以外の純資産及び内部構成の変動

Ｃ 本年度末純資産残高【Ａ＋Ｂ】
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④資金収支計算書【ＣＦ】

資金収支計算書は、会計期間中の資金収支の状態、すなわち資金の利用状況及び資金の獲得

能力を明らかにするものです。期首と期末の残高、期中の増加及び減少のそれぞれの額を表し

ています。現行の現金主義会計の決算書に近い書類になります。

Ａ 本年度資金収支額【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ】

Ⅰ．業務活動収支【ｂ＋ｄ－ａ－ｃ】

ａ．業務支出

業務費用支出…人件費・物件費等・支払利息など

移転費用支出…補助金等支出・社会保障給付支出など

ｂ．業務収入

地方税・国庫補助金収入・社会保険料・使用料など

ｃ．臨時支出

ｄ．臨時収入

Ⅱ．投資活動収支【ｂ－ａ】

ａ．投資活動支出

公共施設等整備費支出・基金の積立など

ｂ．投資活動収入

基金の取崩し・資産の売却など

Ⅲ．財務活動収支【ｂ－ａ】

ａ．財務活動支出

公債の返済など

ｂ．財務活動収入

公債の発行収入など

Ｂ 前年度末資金残高

Ｃ 本年度末資金残高【Ａ＋Ｂ】
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（３）財務書類四表の相関関係

４つの財務書類の関連性には次の３つのポイントがあり、その相関関係は下図のようになり

ます。

ａ．貸借対照表【ＢＳ】の資金は資金収支計算書【ＣＦ】の期末残高と対応します。

貸借対照表上の資金とは、決算日時点での現金及び預金のことであり、資金収支計算書で示

される期末残高と対応します。資金収支計算書は資金の期中の動きを表しており、貸借対照

表の資金の明細表といえます。

ｂ．行政コスト計算書【ＰＬ】の純行政コストは純資産変動計算書【ＮＷ】の純行政コストと

対応します。

行政コスト計算書の純行政コストは何らかの財源が充てられたものであり、その財源は純資

産変動計算書に計上されています。したがって、純資産変動計算書における当期変動高の財

源の使途のうち、純行政コストへの財源措置の金額と対応します。

ｃ．貸借対照表【ＢＳ】の純資産は純資産変動計算書【ＮＷ】の期末残高と対応します。

貸借対照表の純資産は資産と負債の差額として示され、純資産変動計算書の期末残高と対応

します。純資産変動計算書は純資産の期中の増減を表しており、貸借対照表の純資産の部の

明細表といえます。

―四表の相関関係図―

【ＢＳ】 【ＰＬ】 【ＮＷ】 【ＣＦ】

ａ

資産 負債 総行政コスト

ｂ

期首純資産残高 期首資金残高

（うち資金） 経常収益 当期変動高 当期収支

純行政コスト （うち純行政コスト）

ｃ

純資産

期末純資産残高 期末資金残高
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（４）科目の説明

貸借対照表の科目

科 目 名 内 容 説 明

【資産の部】 自治体が所有する財産や権利

固定資産

有形固定資産 土地、建物、工作物、建設仮勘定など

事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

インフラ資産 道路ネットワーク、下水処理システム、水道、橋梁、公園など

物品 物品、美術品、車両等

無形固定資産 ソフトウェア、著作権、特許権など

投資その他の資産

投資及び出資金 株券、公債証券、

投資損失引当金 投資損失の計上見込み額

長期延滞債権 滞納繰越調停収入未済の収益及び財源

長期貸付金 １年を超えて回収する予定の貸付金

基金 長期運用のための積立金

徴収不能引当金 長期延滞債権に対する徴収不能見込み額

流動資産

現金預金 現金及び預金

未収金 現年調停現年収入未済の収益及び財源

短期貸付金 １年以内に回収する予定の貸付金

基金 短期運用のための積立金

棚卸資産 売却をするために取得した資産

徴収不能引当金 未収入金に対する徴収不能見込み額

【負債の部】

固定負債

地方債 発行した公債のうち返済期限が１年を超えるもの

長期未払金 未払い金のうち返済期限が１年を超えるもの

退職手当引当金 年度末に全職員が退職した場合に支払うべき退職金

損失補償等引当金 第３セクター等の債務のうち、将来自治体の負担となる可能性がある

金額

流動負債

１年内償還予定地方債 発行した公債のうち返済期限が１年以内のもの

未払金及び未払費用 代金の支払いが済んでいないもの
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前受金及び前受収益 翌年度の使用料等を先に受け取った金額

賞与等引当金 翌年度に支払う事が予定されている賞与のうち、当年度負担の金額

預り金 第三者からの預り金

【純資産の部】

固定資産等形成分 資産形成のために充当した財源の蓄積

余剰分（不足分） 地方公共団体の費消可能な財源の蓄積
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行政コスト計算書の科目

科 目 名 内 容 説 明

【経常費用】 収益のうち毎年度経常的に発生するもの

業務費用

人件費

職員給与費 職員等に対する勤労の対価や報酬

賞与等引当金繰入額 当年度の費用とすべき賞与引当金

退職手当引当金繰入額 当年度の費用とすべき退職金の見積額

物件費等

物件費 職員旅費、委託料、消耗品費など

維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費等

減価償却費 使用や時の経過による有形固定資産の当年度分の価値減少額

その他の業務費用

支払利息 公債や借入金に対する利息の負担金額

徴収不能引当金繰入額 当年度の費用とすべき徴収不能引当金

移転費用

補助金等 政策的目的による補助金

社会保障給付 社会保障給付としての扶助費等

他会計への繰出金 地方公営事業会計に対する繰出金

経常収益 収益のうち毎年度経常的に発生するもの

使用料及び手数料 行政サービス提供の対価として受け取る収益

受取利息等 利子及び配当金など

純経常行政コスト 毎年度経常的に発生するコスト

臨時損失

災害復旧事業費 災害復旧に関する費用

資産除売却損 資産を売却した際に発生した損失

投資損失引当金繰入額 当年度の費用とすべき投資損失引当金

損失補償等引当金繰入額 当年度の費用とすべき損失補償等引当金

臨時利益

資産売却益 資産を売却した際に発生した利益

純行政コスト 当年度において発生したコスト
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純資産変動計算書の科目

科 目 名 内 容 説 明

前年度末純資産残高

純行政コスト（△） 行政コスト計算書の収支尻

財源

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等

国県等補助金 国支出金及び県支出金等

固定資産等の変動

有形固定資産等の増加 有形、無形固定資産の形成のための支出

有形固定資産等の減少 有形、無形固定資産の減価償却、売却、除却等による減少

貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加

貸付金・基金等の減少 貸付金・基金等の取り崩し等による保有資産の減少

資産評価差額 有価証券等の評価差額

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等

本年度純資産変動額
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資金収支計算書の科目

科 目 名 内 容 説 明

【事業活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出 人件費に係る支出

物件費等支出 物件費に係る支出

支払利息支出 地方債等に係る支払利息の支出

移転費用支出

補助金等支出 補助金に係る支出

社会保障給付支出 社会保障給付に係る支出

他会計への繰出支出 他会計への繰出に係る支出

業務収入

税収等収入

租税収入 税金等の収入

社会保険料収入 社会保険料の収入

他会計からの移転収入 他会計からの移転に係る収入

国庫補助金収入 国庫補助金のうち業務支出の財源に充当した金額

使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出 災害復旧事業に伴う支出

臨時収入

国庫補助金収入 国庫補助金のうち臨時支出の財源に充当した金額

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出 有形固定資産の形成に係る支出

基金積立金支出 基金の積立に伴う支出

投資及び出資金支出 有価証券、出資の購入に伴う支出

貸付金支出 資金貸付による支出

投資活動収入

国庫補助金収入 国庫補助金のうち投資活動支出の財源に充当した金額

基金取崩収入 基金の取崩に伴う収入

貸付金元金回収収入 貸付金元本回収による収入

資産売却収入 資産売却による収入

【財務活動収支】
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財務活動支出

地方債償還支出 公債元本償還による支出

短期借入金支出 金融機関等への元本返済による支出

財務活動収入

地方債発行収入 公債発行による収入

短期借入金収入 金融機関等からの借り入れによる収入

前年度末資金残高

本年度末資金残高
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２．毛呂山町の財務状況（全体会計）

（１）貸借対照表

①前年度との比較

※各項目を四捨五入しているため内訳と合計が一致しないことがあります（以下同様）。

平成29年度 構成比 平成30年度 構成比 増減

43,721 94.8% 42,725 95.3% △ 996

42,181 91.4% 41,280 92.0% △ 901

a　事業用資産 15,917 34.5% 15,669 34.9% △ 248

b　インフラ資産 26,087 56.5% 25,030 55.8% △ 1,057

c　物品 117 0.4% 582 1.3% 465

98 0.2% 81 0.2% △ 17

1,442 3.1% 1,363 3.0% △ 79

2,422 5.3% 2,124 4.7% △ 298

1,457 3.2% 1,357 3.0% △ 100

771 1.7% 594 1.3% △ 177

194 0.4% 173 0.4% △ 21

46,143 100.0% 44,849 100.0% △ 1,294

14,990 32.5% 14,516 32.4% △ 474

11,138 24.1% 10,798 24.1% △ 340

1,600 3.5% 1,519 3.4% △ 81

2,252 4.9% 2,198 4.9% △ 54

1,482 3.2% 1,517 3.4% 35

985 2.1% 1,034 2.3% 49

128 0.3% 134 0.3% 6

369 0.8% 349 0.8% △ 20

16,472 35.7% 16,033 35.8% △ 439

29,671 64.3% 28,815 64.3% △ 856

46,143 100.0% 44,849 100.0% △ 1,294負債・純資産合計

１　固定負債

a 地方債

b　退職手当引当金

ｃ　その他

２　流動負債

a　1年内償還予定地方債

b　賞与等引当金

c　その他

負債合計

C　純資産の部

純資産合計

B　負債の部

A　資産の部

１　固定資産

１　有形固定資産

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

２　流動資産

現金預金

基金

その他

資産合計

貸借対照表 （全体会計）

（平成31 年3 月31 日現在）

（単位：百万円）
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平成30年度末の資産総額は約448.5億円となりました。資産のうち92.0％を占めている

のは有形固定資産（約412.8億円）であり、その内訳は事業用資産が34.9％（約156.7億円）、

インフラ資産が55.8％（約250.3億円）、物品が1.3％（約5.8億円）です。平成29年度と

比較して有形固定資産が約9.0億円減少していますが、これは減価償却によるものです。

一方負債は、固定負債が約145.2億円、流動負債が約15.2億円となり、負債総額は160.3

億円となりました。長期分の公債が約108.0億円、短期分の公債が約10.3億円となり、公債

が負債総額の73.8％を占めております。

平成30年度末の資産総額から負債総額を差し引いた純資産は約288.2億円となり、平成29

年度と比較して約8.6億円減少しております。
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（２）行政コスト計算書

①前年度との比較

平成30年度の1年間で行政活動に要した経常費用は約161.0億円となり、経常収益は約8.9

億円となりました。統一モデルでは、税収は住民からの拠出（出資金）と考えるため、経常収

益の中には含まれておりません。

経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは約152.1億円となりました。

臨時損益を含めた純行政コストは約152.1億円となり、平成29年度と比較して約7.2億円減

少しております。

平成29年度 構成比 平成30年度 構成比 増減

5,507 32.9% 5,472 34.0% △ 35

①　人件費 2,017 12.1% 1,999 12.4% △ 18

②　物件費等 3,155 18.9% 3,225 20.0% 70

③　その他の業務費用 336 2.0% 248 1.5% △ 88

11,232 67.1% 10,627 66.0% △ 605

①　補助金等 9,886 59.1% 9,339 58.0% △ 547

②　社会保障給付 1,320 7.9% 1,268 7.9% △ 52

③　その他 27 0.2% 21 0.1% △ 6

16,740 100.0% 16,100 100.0% △ 640

708 87.8% 676 75.9% △ 32

99 12.3% 215 24.1% 116

806 100.0% 891 100.0% 85

15,934 - 15,209 - △ 725

0 - 0 - 0

5 - 1 - △ 4

5 - 1 - △ 4

15,929 - 15,208 - △ 721

臨時損益合計

E　純行政コスト

b その他

経常収益合計

C　純経常行政コスト（Ａ-Ｂ）

D　臨時損益

a 臨時損失

b 臨時利益

a 使用料及び手数料

A　経常費用

a 業務費用

b 移転費用

経常費用合計

B　経常収益

行政コスト計算書 （全体会計）

（平成30 年4 月1 日～平成31 年3 月31 日）

（単位：百万円）
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（３）純資産変動計算書

①前年度との比較

平成30年度の財源の調達は約143.5億円となりました。その内訳は税収が約87.7億円、国

県等からの補助金等が約55.9億円となりました。平成29年度と比較して税収等は約25.4億

円減少し、国県等補助金は約18.5億円増加しております。

純行政コストから財源を差し引いた平成30年度純資産変動額は約8.6億円のマイナスとな

りました。その結果、平成30年度末の純資産残高は約288.2億円となりました。この本年度

末純資産残高は「貸借対照表」の「純資産合計」に対応しています。

平成29年度 平成30年度 増減

△ 15,929 △ 15,208 721

15,039 14,353 △ 686

11,303 8,768 △ 2,535

3,736 5,585 1,849

- - -

- - -

- - -

△ 890 △ 856 34

30,561 29,671 △ 890

29,671 28,815 △ 856

Ⅳ　無償所管換等

Ⅴ　その他

A　当期純資産変動額

B　期首純資産残高

C　期末純資産残高（Ａ+Ｂ）

Ⅲ　資産評価差額

Ⅰ　純行政コスト

Ⅱ　財源

a　税収等

b　国県等補助金

純資産変動計算書 （全体会計）

（平成30 年4 月1 日～平成31 年3 月31 日）

（単位：百万円）
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（４）資金収支計算書

①前年度との比較

税収と行政運営の収支を示す業務活動収支は約6.8億円のプラスとなりました。公共施設等

への収支を示す投資活動収支は約4.8億円のマイナスとなりました。地方債等の収支を示す財

務活動収支は約2.9億円のマイナスとなりました。

その結果、平成30年度の資金収支額は約0.9億円のマイナスとなり、本年度末資金残高は

約11.4億円となりました。歳計外現金考慮後の本年度末現金預金残高は、「貸借対照表」の「現

金預金」の項目に対応しています。

平成29年度 平成30年度 増減

787 681 △ 106

a 業務支出 △ 14,942 △ 14,419 523

　　うち支払利息支出 △ 98 △ 87 11

b 業務収入 15,729 15,101 △ 628

c 臨時支出 0 0 0

d 臨時収入 0 - -

△ 793 △ 482 311

a 投資活動支出 △ 1,408 △ 1,126 282

　　うち基金積立金支出 △ 419 △ 385 34

b 投資活動収入 615 644 29

　　うち基金取崩収入 494 583 89

△ 144 △ 293 △ 149

a 財務活動支出 △ 931 △ 987 △ 56

b 財務活動収入 787 694 △ 93

150 △ 93 △ 243

1,379 1,229 △ 150

1,229 1,135 △ 94

230 229 △ 1

△ 2 △ 7 △ 5

228 222 △ 6

1,457 1,357 △ 100

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

C　本年度末資金残高

B　前年度末資金残高

Ⅰ．業務活動収支

Ⅱ．投資活動収支

Ⅲ．財務活動収支

A　本年度資金収支額

資金収支計算書 （全体会計）

（平成30 年4 月1 日～平成31 年3 月31 日）

（単位：百万円）
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３．毛呂山町の財務状況（一般会計等）

（１）貸借対照表

①前年度との比較

※各項目を四捨五入しているため内訳と合計が一致しないことがあります（以下同様）。

平成29年度 構成比 平成30年度 構成比 増減

35,637 96.2% 34,593 96.6% △ 1,044

34,696 93.7% 33,772 94.3% △ 924

a　事業用資産 15,918 43.0% 15,669 43.7% △ 249

b　インフラ資産 18,607 50.2% 17,997 50.2% △ 610

c　物品 171 0.5% 106 0.3% △ 65

71 0.2% 57 0.2% △ 14

870 2.4% 764 2.1% △ 106

1,412 3.8% 1,234 3.4% △ 178

580 1.6% 596 1.7% 16

771 2.1% 594 1.7% △ 177

61 0.2% 44 0.1% △ 17

37,049 100.0% 35,827 100.0% △ 1,222

11,383 30.7% 10,969 30.6% △ 414

9,783 26.4% 9,450 26.4% △ 333

1,600 4.3% 1,519 4.2% △ 81

- - - - -

1,216 3.3% 1,278 3.6% 62

867 2.3% 927 2.6% 60

121 0.3% 129 0.4% 8

228 0.6% 222 0.6% △ 6

12,599 34.0% 12,247 34.2% △ 352

24,450 66.0% 23,580 65.8% △ 870

37,049 100.0% 35,827 100.0% △ 1,222

B　負債の部

A　資産の部

１　固定資産

１　有形固定資産

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

２　流動資産

現金預金

基金

その他

資産合計

負債・純資産合計

１　固定負債

a 地方債

b　退職手当引当金

ｃ　その他

２　流動負債

a　1年内償還予定地方債

b　賞与等引当金

c　その他

負債合計

C　純資産の部

純資産合計

貸借対照表 （一般会計等）

（平成31 年3 月31 日現在）

（単位：百万円）
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平成30年度末の資産総額は約358.3億円となりました。資産のうち94.3％を占めている

のは有形固定資産（約337.7億円）であり、その内訳は事業用資産が43.7％（約156.7億円）、

インフラ資産が50.2％（約180.0億円）、物品が0.3％（約1.1億円）です。平成29年度と

比較して有形固定資産が約9.2億円減少していますが、これは減価償却によるものです。

一方負債は、固定負債が約109.7億円、流動負債が約12.8億円となり、負債総額は122.5

億円となりました。長期分の公債が約94.5億円、短期分の公債が約9.3億円となり、公債が

負債総額の84.7％を占めております。

平成30年度末の資産総額から負債総額を差し引いた純資産は約235.8億円となり、平成29

年度と比較して約8.7億円減少しております。
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（２）行政コスト計算書

①前年度との比較

平成30年度の1年間で行政活動に要した経常費用は約92.3億円となり、経常収益は約2.3

億円となりました。統一モデルでは、税収は住民からの拠出（出資金）と考えるため、経常収

益の中には含まれておりません。

経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは約90.0億円となりました。

臨時損益を含めた純行政コストは約90.0億円となり、平成29年度と比較して約0.6億円減少

しております。

平成29年度 構成比 平成30年度 構成比 増減

4,510 49.0% 4,536 49.1% 26

①　人件費 1,921 20.9% 1,911 20.7% △ 10

②　物件費等 2,462 26.7% 2,504 27.1% 42

③　その他の業務費用 127 1.4% 121 1.3% △ 6

4,697 51.0% 4,696 50.9% △ 1

①　補助金等 2,719 29.5% 2,730 29.6% 11

②　社会保障給付 1,320 14.3% 1,268 13.7% △ 52

③　その他 658 7.2% 698 7.6% 40

9,207 100.0% 9,232 100.0% 25

67 47.9% 63 27.4% △ 4

73 52.1% 167 72.6% 94

140 100.0% 230 100.0% 90

9,069 - 9,002 - △ 67

- - 0 - -

5 - 1 - △ 4

5 - 1 - △ 4

9,064 - 9,001 - △ 63

a 使用料及び手数料

A　経常費用

a 業務費用

b 移転費用

経常費用合計

B　経常収益

b その他

経常収益合計

C　純経常行政コスト（Ａ-Ｂ）

D　臨時損益

a 臨時損失

b 臨時利益

臨時損益合計

E　純行政コスト

行政コスト計算書 （一般会計等）

（平成30 年4 月1 日～平成31 年3 月31 日）

（単位：百万円）
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（３）純資産変動計算書

①前年度との比較

平成30年度の財源の調達は約81.3億円となりました。その内訳は税収が約65.8億円、国

県等からの補助金等が約15.5億円となりました。平成29年度と比較して税収等は約0.1億円

減少し、国県等補助金は約2.0億円減少しております。

純行政コストから財源を差し引いた平成30年度純資産変動額は約8.7億円のマイナスとな

りました。その結果、平成30年度末の純資産残高は約235.8億円となりました。この本年度

末純資産残高は「貸借対照表」の「純資産合計」に対応しています。

平成29年度 平成30年度 増減

△ 9,064 △ 9,001 63

8,346 8,131 △ 215

6,591 6,580 △ 11

1,755 1,551 △ 204

- - -

- - -

- - -

△ 718 △ 870 △ 152

25,168 24,450 △ 718

24,450 23,580 △ 870

Ⅰ　純行政コスト

Ⅱ　財源

a　税収等

b　国県等補助金

Ⅲ　資産評価差額

Ⅳ　無償所管換等

Ⅴ　その他

A　当期純資産変動額

B　期首純資産残高

C　期末純資産残高（Ａ+Ｂ）

純資産変動計算書 （一般会計等）

（平成30 年4 月1 日～平成31 年3 月31 日）

（単位：百万円）
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（４）資金収支計算書

①前年度との比較

税収と行政運営の収支を示す業務活動収支は約4.5億円のプラスとなりました。公共施設等

への収支を示す投資活動収支は約1.5億円のマイナスとなりました。地方債等の収支を示す財

務活動収支は約2.7億円のマイナスとなりました。

その結果、平成30年度の資金収支額は約0.2億円のプラスとなり、本年度末資金残高は約

37.4億円となりました。歳計外現金考慮後の本年度末現金預金残高は、「貸借対照表」の「現

金預金」の項目に対応しています。

平成29年度 平成30年度 増減

639 447 △ 192

a 業務支出 △ 7,824 △ 7,849 △ 25

　　うち支払利息支出 △ 74 △ 65 9

b 業務収入 8,463 8,296 △ 167

c 臨時支出 - - -

d 臨時収入 - - -

△ 492 △ 152 340

a 投資活動支出 △ 1,011 △ 685 326

　　うち基金積立金支出 △ 419 △ 236 183

b 投資活動収入 519 534 15

　　うち基金取崩収入 494 487 △ 7

△ 122 △ 272 △ 150

a 財務活動支出 △ 809 △ 867 △ 58

b 財務活動収入 687 594 △ 93

25 22 △ 3

327 352 25

352 374 22

230 229 △ 1

△ 2 △ 7 △ 5

228 222 △ 6

580 596 16

Ⅰ．業務活動収支

Ⅱ．投資活動収支

Ⅲ．財務活動収支

A　本年度資金収支額

B　前年度末資金残高

C　本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

資金収支計算書 （一般会計等）

（平成30 年4 月1 日～平成31 年3 月31 日）

（単位：百万円）


